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第 2章では、企業結合の会計処理を取り扱っている米国の財務会計基準書第 141 号（以
下、SFAS第 141 号という）、および国際財務報告基準 IFRS第 3号（以下、IFRS第 3号と












































び議論を取り上げ、CAS 第 20 号が抱えている問題点を明確している。そこでは、事例を
用い、政府の関与による共通支配下の企業結合の形成プロセス、CAS 第 20 号における共
通支配下の企業結合に関する規定の曖昧さから、実務上 2つの会計処理方法が容認されて
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その 2 種類の会計処理方法適用については、2001 年に公表された米国の財務会計基準
書である SFAS第 141 号「企業結合」（以下、Statements of Financial Accounting Standards 
No.141 Business Combination: SFAS第 141 号という）と 2004 年に公表された国際財務報















                                                 




語は「取得法」に変更された（IFRS3 号, para. BC14）。 
2 中国では、持分プーリング法(Pooling Of Interest Method)は中国語で「权益结合法」と呼ば
れ、パーチェス法は(Purchase  Method)「购买法」と呼ばれている。 
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たはそれに準じた会計処理）の適用は、日本基準第 21 号でもみられるほか、SFAS第 141




























                                                 






























は明確な規定はなかった。1950 年にアメリカ会計士協会（以下、American Institute of 
Accountants :AIA という）から公表された会計研究公告(以下、Accounting Research 
Bulletin: ARB という)第 40号のなか、持分プーリング法は定められるようになった。その
後、1953年および 1957 年に、持分プーリング法の適用を盛り込んだ時期、ARB 第 43号
および ARB 第 48 号が公表されている。しかし、1960 年代に入ってからは、企業結合後
の利益をより多く見せるために、経営者が持分プーリング法を濫用していることが大きな
問題になった。この状況に対応するために、アメリカ公認会計士協会（以下、The American 
Institute of Certified Public Accountants：AICPA という）から、会計原則審議会意見書第
16号（以下、Opinions of the Accounting Principles Board No.16 Business Combination：
APBO 第 16 号という）が公表され、そこでは、持分プーリング法の適用に関して、詳細
な規定が定められている。 
APBO 第 16号では、持分プーリング法の適用について、「持分プーリング法は、それま






第 16号, para.45）という説明がなされている。さらに、それらの適用条件に関して 12個
の適用要件が明示され、すべての要件を満たす場合には当該企業結合を持分の結合とみな
し、持分プーリング法で処理しなければならないと定められていた（APBO 第 16号, paras. 
45-48）。APBO 第 16 号が示した 12 個の適用要件は以下の 3 つの内容に分類されている





とみなされ持分プーリング法により会計処理することが求められる（APBO 第 16号, para. 





















   分比率が旧のように変化しない。 
f 結合の結果できた会社における普通株所有権者持分に与えられる議決権が 
  株主により行使しうること。株主は一定期間その権利を行使することを拒ま 
   たり制限されないことである。 
g 結合は結合計画完了日に確定する、また証券の発行もしくはその他の対価に 
   関する計画のいかなる条項も、未確定であってはならない。 
（3）あらかじめ定められた取引の欠如に含まれる 3 つの条件は次のとおりである


















に 1 つの企業であったものが法律的・形式的に 1 つの企業にする行為にすぎず、同一企業
内における組織再編成の問題であり、企業結合とは別個の事象として理解されるからであ
















結果、FASB は 2001 年に米国基準 SFAS 第 141 号「企業結合」を公表し、持分プーリン
グ法を廃止し、パーチェス法に一本化することになった。また、SFAS 第 141 号において
も、共通支配下の企業結合は含まれていないが、Appendix Dの部分では、共通支配下の企
業結合に対して、ガイダンスが提供されている（SFAS第 141 号, Appendix D）。 
持分プーリング法の廃止の理由に関しては、SFAS第 141 号では、①真の合併4はほとん
ど存在しないこと、および②2 つの会計処理方法が認められれば、恣意的に使い分けてい
ることになってしまうという 2つ理由が挙げられている（SFAS第 141 号, para. A12）。さ
らに、SFAS第 141号の考え方からみれば、「企業結合は当事企業の株主間の取引ではなく、
会社の間の取引である」（SFAS第 141 号, para.31）とされている。その結果、米国基準で
ある SFAS 第 141 号にしたがえば、取得会社の識別が困難な企業結合についても、パーチ
ェス法（取得法）を用いて処理することになっている（SFAS第 141 号, para. B35）。 
アメリカ国内における上述のような企業結合会計基準に関する動きを受け、国際会計基
準審議会（以下、International Accounting Standards Board: IASB という）と FASB 両審
議会は、会計基準のコンバージェンスを推進するため、2001 年に企業結合会計に関する共
同プロジェクトを立ち上げ、当時の国際会計基準第 22号（以下、International Accounting 
                                                 
4 真の合併というのは、企業結合にあたって、どの結合企業も他の結合企業の支配を獲得すること
のない状態という（IFRS 第 3 号, para.BC35）。 
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Standard No.22 Business Combination: IAS第 22 号という）の改訂作業を開始した。 
最初の IAS第 22号は、1983年に IASC により公表されたものであった。黒川（1999）
によれば、「1983 年に公表された IAS 第 22 号では、企業結合の実質が取得とみなされる
場合には、パーチェス法が適用されるが、他方、持分の結合と考えられる場合、持分プー
リング法とパーチェス法との自由な選択が可能であった」（黒川 1999, p. 230）とされてい
る。その後、IAS第 22号は 1992年に、1998 年に 2回の改訂がなされていた。改訂され
た IAS 第 22号では、持分の結合における 2つの会計処理の選択適用が禁止され、取得と
判定した場合にはパーチェス法で、持分の結合と判定した場合には持分プーリング法で処
理されることが求められている（IAS第 22号, para. 17 ; para. 77）。そこでは、限られた条
件を満たした企業結合のみが持分の結合とみなされ、持分プーリング法の適用が認められ








間の取引であることから本基準では取り扱っていない」（IAS第 22号, para. 5）とされ、
APBO 第 16号と同じく、共通支配下の企業結合に関する会計処理が取扱われていなかった。 
2001 年に行われた IAS第 22号の改訂作業の共同プロジェクトの一環として、IASB は
2002 年に、持分プーリング法の廃止を提案する企業結合公開草案第 3 号を公表し、様々
な意見が寄せられた。その結果、2004 年に IASB は IFRS第 3号「企業結合」を公表し、
そこでは「ほぼすべての企業結合は取得であるため、当審議会は企業結合に対して 1 つの
会計処理方法、すなわち取得法の使用を要求することとした」という結論が下されている5。
結局、企業結合会計基準の改訂作業の共同プロジェクトをきっかけ、SFAS 第 141 号にお
ける持分プーリング法の廃止に続き、国際会計基準においても、持分プーリング法が廃止
され、パーチェス法（取得法）に一本化されることとなっているのである。 
 両審議会は、持分プーリング法の廃止の理由に関して、次の 7 つの理由を取り上げてい
                                                 
5 IFRS 第 3 号における背景情報による。 
9 
 












2.1.2 現行基準  
上述のとおり、企業結合の会計処理については、現行の米国基準である SFAS 第 141 号
および国際財務報告基準である IFRS第 3号 はほぼ同様の内容となっている。 
まず、企業結合の会計処理については、SFAS第 141 号では、「すべての企業結合におい
て取得を識別し、持分プーリング法を廃止し、取得法（パーチェス法）のみで処理する」
（SFAS第 141 号, para. 13）と規定されている。IFRS第 3号でも、SFAS第 141 号と同じ
ように、「企業結合は、共通支配下の企業または事業の結合である場合を除き、取得法を適
用して会計処理しなければならない」（IFRS第 3号, para. IN6）とされている。そして「企
業結合によって移転される対価（すべての条件付対価を含む）は、公正価値で測定される」
（IFRS第 3号, para. IN11）ともされ、取得法（パーチェス法）により処理することが明
確にされている。 
また、共通支配下の企業結合に関しては、SFAS 第 141 号では「企業集団内部における
純資産等の移転取引である内部取引とみなされ、SFAS 第 141 号に適用しない」とされて
おり、SFAS第 141 号の適用範囲から除外されている（SFAS第 141 号, paras. D11-D13）。
IFRS第 3号では、共通支配下の企業結合の定義は定められており、「共通支配下の企業又
は事業が関わる企業結合とは、すべての結合企業が最終的に企業結合の前後で同じ当事者





は適用しない（IFRS第 3号, para. 2）とされており、共通支配下の企業結合を基準から除
外している。そのため、「共通支配下の企業結合を示した会計基準はない」（秋葉 2012, p. 
307）とされている。 
このように、米国基準である SFAS第 141 号および国際会計基準である IFRS 第 3号に
おいて、持分プーリング法は全面的に廃止されており、取得法（パーチェス法）が唯一の
会計処理とされている。また、共通支配下の企業結合については、従来から基準の適用範
囲外になっていることがわかる。以上の状況をまとめると、図表 2.1 のようになる。 
 
 
図表 2.1 持分プーリング法および共通支配下の企業結合の取扱い 
     取扱い 
会計基準 
持分プーリング法の適用 共通支配下の企業結合 
ARB 第 40 号 4 個の条件で認める 適用範囲外 
APBO 第 16 号 12 個の条件で認める 適用範囲外 
ED SFAS 第 141 号 廃止と提案した 適用範囲外 
SFAS 第 141 号 廃止 適用範囲外 
IAS 第 22 号 3 つの条件で認める 適用範囲外 
ED IFRS 第 3号 廃止と提案した 適用範囲外 








































                                                 
6意見書では、持分プーリング法という名称を使っているのは、共同支配下企業の形成の会計処
理である。 















④ 共通支配下の取引（合併、会社分割 株式交換、株式移転） 
また、持分プーリング法に準じた処理方法というのは「資本の内訳の引継方法および企
業結合年度の連結財務諸表の作成にかかわる規定を除き、持分プーリング法と同一の処理






























うのなか、日本の企業会計基準委員会（以下、Accounting Standards Board of Japan : ASBJ
という）と IASB は 2007 年に、共同で「東京合意」を公表し、そこでは、「2008 年まで
の短期コンバージェンス・プロジェクトとして、持分プーリング法の廃止を含める 5 つの
項目についての審議を始めた」（64 項）とされている。これを受け、ASBJ は 2007 年 12
月に、「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」を公表し、2008年 6月には「企業結
合に関する会計基準（案）」を公表した。その後、同公開草案に寄せられたさまざまな意見
を参考に修正を加えたうえで、2008 年 12 月、日本基準第 21 号（「企業会計基準第 21 号
「企業結合に関する会計基準」）が公表されることとなった（64 項）。  















上述のとおり、日本の現行基準である日本基準第 21 号は、SFAS 第 141 号および IFRS
第 3号と同様、共同支配の企業の形成および共通支配下の企業結合以外の企業結合に対す
る持分プーリング法の適用を廃止している。ただし、基準の適用範囲からみれば、日本基





















                                                 













図表 2.2 共通支配下の取引の当事者 
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「保険会社会計制度」9といったように産業ごとに計 14 種1 0の会計制度が存在していた。当
然のことながら、企業結合のみを取扱うような専門の会計基準書も存在していなかった。 
当時の企業結合の会計実務は、主に財政部から 1996年 8 月に公表された「企業合併に 
関する財務上問題の暫行規定」11および 1997 年 8月に公表された「企業合併会計処理問題
                                                 
9 2008 年 1 月 15 日により廃止になった。  
1 0 14 種類というのは、製造、商業、運送、航空運送、鉄道運送、不動産開発、農業、金融、保険、
リース、建築、旅行・飲食、郵政、対外経済合作企業がある（Huang&Ma2004, p91）。 









ある。現在では、これらの規定は、CAS 第 20 号が適用されていない企業に適用されてい
る（李 2007, p. 29）。 
また、中国における企業結合に関する規定、持分プーリング法の適用と共通支配下の企



















                                                 
1 2 中国語「企业合并会计处理问题暂行规定」という。 
















れた1 6。CAS は 2007 年 1 月 1 日より上場企業に適用されるようになったが、そのなかで
企業結合に関する会計処理が CAS第 20号で取り扱われている。CAS第 20号の設定の背












                                                 
1 4 日本の財務省に相当する。 
1 5釈疑というのは、基準の内容に対して詳しく説明するという意味である。 





事象をいう」（CAS 第 20号, 第 2 条）17とされている。 
そのうえで、企業結合は「共通支配下の企業結合」および「非共通支配下の企業結合」
という 2つの種類に分類されている（CAS第 20号, 第 2条）。そのうち、共通支配下の企
業結合とは、「各結合当事企業が、企業結合の前後で同一当事者18または同一の複数の当事
者により最終的に支配され、かつ当該支配が一時的ではない場合の企業結合を言う」（CAS
第 20号,第 5 条）とされ、非共通支配下の企業結合とは「各結合当時企業が、企業結合の
前後で同一企業または同一の複数の企業により最終的に支配されていない場合の企業結合
という」（CAS20号, 第 10条）とされている。また、CAS第 20号にしたがえば、共通支
配下の企業結合と非共通支配下の企業結合は、それぞれ原則として、持分プーリング法お
















産、負債は、その帳簿価額に基づき測定しなければならない（CAS 第 20 号, 第 9 条）と
                                                 






されている。さらに、これに関連して、CAS における第 33 号連結財務諸表（以下、CAS
第 33 号という）でも、次の規定が定められている。 
➀親会社は、報告期間内に共通支配下の企業結合により増加した子会社について、連結貸
借対照表の作成時に連結貸借対照表の期首残高を修正しなければならない19（CAS第 33
号, 17 条） 
➁親会社は、報告期間内に共通支配下の企業結合により増加した子会社について、当該子
会社の企業結合年度の期首から報告期間末までの収益、費用、利益を連結財務諸表に含










第 20 号, 第 9 条）とも規定されている。したがって、共通支配下の企業結合に対して、
持分プーリング法 による会計処理が求められているのである。 
最後に、共通支配下の企業結合の開示に関しては、CAS第 20号によれば、「当該共通支




の情報の提供が要求されている（CAS第 20号, 第 18条）。以上は現行基準である CAS20
号の状況である。 
中国において、企業結合に関する各規定および会計処理は、「原規定」から CAS 第 20
号まで図表 2.2 のように変更されている。まず、原規定では、企業結合の分類が求められ
ておらず、結合側については基本的にはパーチェス法に基づき処理されていたと考えられ
                                                 











図表 2.3 原規定および CAS20 号における規定の比較 
         基準 
比較項目 
















本節では、上述の企業結合に関する主要な会計基準である SFAS第 141号、IFRS第 3号、
日本基準第 21 号および CAS 第 20 号における共通支配下の企業結合の取扱いとその会計
処理を比較すると、図表 2.3 となる。まず、図表 2.3 のように、各基準間の形式上の相違
点として以下の点が挙げられる。 
第 1 に、各基準の適用範囲により、共通支配下の企業結合の基準上の取扱いが異なる。 
この相違点が生じる理由は、企業結合の実態に対する考え方が異なるからだと考えられる。










第 141 号では、共通支配下の企業結合は内部取引とみなすという点を明確にしているため、 
 
 
図表 2.4 共通支配下の企業結合に関する各国基準の比較 
会計基準 
 
相違点      
 
IFRS 第 3 号 
 

















































内部取引にかかわる会計処理で処理される。IFRS 第 3 号では、共通支配下の企業結合は
適用範囲外とされるため、会計処理が定められていない。一方、日本基準第 21 号では、持
分プーリング法という名称は使われていないが、具体的な会計処理からみれば、共通支配
















て明確に規定している日本基準第 21 号と CAS第 20号で大きく異なる。日本基準第 21 号
によれば、「親会社と子会社の合併及び子会社同士の合併は、共通支配下の取引に含まれる」






結合といわれるものである」（陶 2011, p. 61）とされている。したがって、日本基準第 21














































とである」（APBO 第 16 号, paras. 9-10）とされている。 
 また、その後の公表された ARB 第 48号では、持分プーリング法の適用条件として、営
業継続性の基準、経営陣継続性の基準、および規模基準の 3つの規準が示されている。同
方法はこれらの条件を満たす企業結合に対してのみ認められてきたのである。しかし、伊
藤（2012）によれば、ARB 第 40号でも、ARB 第 48号であっても、それぞれの規準が実
務であまり機能せず、満たさないことおよび各判断条件間の相対的な重要性について明示
されていないことにより、会計処理方法の濫用はまた続いた」（伊藤 2012, pp. 569-571）。 















されなければならない」（APBO 第 16号, para. 8）とされており、結論として、「パーチェ
ス方式と持分プーリング方式はともに認められるが、同じ内容の企業結合においては、ど
ちらをとってもよいというものではない」（APBO 第 16号, para. 8）とされている。また、
2 章で取り上げたように持分プーリング法の適用条件として、APBO第 16号では、3種類




よる会計処理が求められている（APBO 第 16 号, para. 45）。 
持分プーリング法の概念について、次のような説明がなされている。「持分プーリング
法が適用される取引は、本質的には株主グループ間の協定であると考えられている」




















めている」（APB16 号, para. 13）とされている。 






















適用されてきた」（斎藤 2001, p. 18）とされている。 
（２つの方法が併存することにより、それぞれ実態にしたがって使い分けられると思われ
るものの、２つの方法の間で恣意的な選択することにより、財務諸表の比較可能性が損な



















対して持分を共有することになる」（伊藤 2012, p. 582）とされ、「このような考え方に基
づき、持分プーリング法の下で、被合併会社の資産・負債が簿価のままで、資本金、資本
剰余金および利益剰余金がそのままで、合併会社に引き継がれるという特徴をもつ」（伊藤



















































































































                                                 
20 中国国有資産委員会は 2003 年に設立され、国有企業の改革において、国の代わりに出資者の責
任を果たす機関である。一般的には、国資委と呼ばれている。 














                    













































第 20号の適用範囲は 2007 年の上場会社のみから、大型企業および中型企業にも拡大され
つつある。劉・王・崔（2008）22によれば、「中国中央政府の指示により、すべての中央企
業、都市にある商業銀行、商業保険会社は、2008 年 1 月 1 日から全面的に CAS 第 20号
を適用するように要求された」（劉・王・崔 2008, p. 596）とされている。したがって、こ
れらの企業は企業結合を行う際に、CAS第 20号も適用されていると考えられる。加えて、
中国の国有企業の位置づけからみれば、CAS 第 20 号にしたがえば、中国における企業結
合には、数多くの共通支配下の企業結合が存在し、それを企業結合の重要な種類として分
類している理由が分かる。 
                                                 











化である」（岸田 1985, pp. 158-159）。それに対して、中国における企業結合の目的に関し
て、朱（2006）は、「多くの上場会社は、大規模な企業再編または結合を行う目的として、
企業の財務状態を改善し、再融資の資格を回復し、上場廃止を回避するためである。要す
るに、財務危機から脱出することである」（朱 2006, p. 391）と指摘している。つまり、現
在では、中国における大規模な企業結合は、斎藤（2010）で指摘されているように、「債
務超過の危機にある企業が上場停止を回避すること、いわゆる救済合併のケース」 (斎藤
2010, p. 309)である。 
それは中国の国有企業の経営不況による生じた問題であった。中国国有企業の負債の状
























p.121）と指摘している。企業結合の結果、2013年 7月 25 日、中国第二重型機械集団（ST
特別処理）で、中国機械工業集団株式会社に合併された時点まで、中央企業の数は 2003


















                                                 





















































いる（金山 2008, pp. 160-161）。 
① 流通株比率の低さ。多くの株式は流通できない 



























る。CAS 第 20 号における持分プーリング法の適用は、技術の側面からの考慮であり、企













































か、また、CAS 第 20 号の規定に対して、中国の学者または実務家はどのような意見を持
っているのであろうか。本章では、この 2つの疑問について、中国における企業結合の実
例と CAS第 20 号がいかなる問題点を抱えているのかを考察する。 
 
4.1 中国における持分プーリング法の適用の現状 
CAS 第 20 号が適用された後、中国は CAS の初年度の適用状況に関する調査を行った。
その調査の結果は「中国会計年鑑 2008」では載せられている。「2007 年、1570社の上場
会社の中 411 社が CAS第 20号に従って、企業結合を共通支配下企業結合と非共通支配下
の企業結合を分類した。そのうち、348社は企業結合の判断の根拠を開示したが、残りの
63 社は企業結合の判断の根拠を開示していなかった。共通支配下の企業結合に該当するの































る会社である。CAS 第 20 号に従えば、本件は共通支配下の企業結合に該当し、持分プー
リング法で処理されるべきである。しかし、今回の結合は被結合側の資産、負債等が公正

















図 4.3 結合前 3 社の関係 
 
 
              




























































うえで、中国財政部は 2006年に CASを公表し、CAS第 20号「企業結合」を取り入れた。
そこで、企業結合は共通支配下および非共通支配下の企業結合に分けられており、それぞ
れに対して、持分プーリング法およびパーチェス法を適用することが求められている。 
















うメリットがあること」としている（童・丁 2009, pp. 130-131）。 
また、陶（2011）では「持分プーリング法は実行しやすく、資産移転損益が認識されず




































生じる」ことが指摘されている（程・張 2012, p.90;劉 2013, p. 205）。 
















たとえば、程・張（2012）、および劉（2013）では、CAS 第 20 号における規定に関し
て、「中国の企業結合は共通支配下の企業結合に属しているものの、単なる CAS 第 20 号
における共通支配下の企業結合の概念に従えば、判断の要件が限定されておらず、該当す
る企業結合の範囲が大きすぎるため、経営者に利用されやすい」と指摘されている（程・
張 2012, p. 90; 劉 2013, p. 205）。また、孫（2012）では、とりわけ「同じレベルの国有企
業の間で行われる企業結合に対して、持分プーリング法の適用することには、明確な要件




準と同じような会計方法を取り入れるべきである」と主張している（程・張 2012, p. 90; 劉





































































































































る。また、1997 年 1 月 1 日から適用された国家監査基本準則における作業準則によれば、
監査機関は法律、法規と国のその他の関係部門の規定に基づいて、上級の監査機関と地元
の人民政府の要求を踏まえて、監査活動の重点を確定し、年度監査項目計画を編成する」










































































4.4 まとめ  











今日、CAS 第 20 号の適用が広げっているなか、持分プーリング法およびパーチェス法










































5. CAS 第 20 号関する今後の課題 
 





























































































































































ャーはできなくなる」（金山 2008, p. 123）とも指摘している。 
このような状況のなか、中国において、共通支配下の企業結合に対応すべき情報の開示




第 1 に、結合当事者の結合前後の形態および持ち株状況を開示すべきである。APBO第 16号
では、持分プーリング法を適用する場合には、企業の概要および持分プーリング法が適用される











































米国基準 SFAS第 141 号と国際会計基準 IFRS 第 3号では、持分プーリング法の適用条件
について規定されているが、共通支配下の企業結合に関しては、企業結合を経済的実態の
視点から捉え、従来から除外とされている。それに対して、日本基準第 21 号および CAS
第 20 号では、企業結合を経済的実態の視点だけではなく、法的な視点も捉え、共通支配
下の企業結合とその処理方法が規定されているということがわかる。 





























し、また CAS第 20号における規定と監査実務上の視点から検討を行い、 CAS第 20号に















最後に、中国企業の形態からみれば、CAS 第 20 号における共通支配下の企業結合に対
して、持分プーリング法は適合な処理方法であると考えられる。ただし、CAS 第 20 号も
しくは実務上の問題に対応する適用指針等からみれば、共通支配下の企業結合には、ほぼ
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